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令和5年度

保育人材養成会議

　少子化の進行や人口減少、こども基本法や改正児童福祉法の施行、こども家庭庁の創設など、子どもの育ちをめ
ぐる環境が大きく変化し、いかにその対応を図るかが課題となっています。このような状況下において、保育関係
者には、保育施設を利用する子どもとその保護者はもとより、地域全体の子どもと子育て家庭に向けた支援の一層
の充実が期待されています。
　保育をめぐる多様な課題等の解決にあたっては、保育所・認定こども園等の個別の取り組みはもちろん、制度設
計や政策決定に現場の実情を反映させていくための組織的な働きかけも必要です。とりわけ、地方組織でその活動
の中核を担う次世代リーダーの養成は極めて重要です。
　全国保育協議会では、平成17年度より地方組織の強化に向けて大きな鍵を握る「組織の次代を担う人材の養成」
を重要事業と位置づけて、各種の取り組みを実施してきました。
　令和5年度においても本会地方組織部会が企画・運営を行う「保育人材養成会議」を実施します。

❶ 地方組織のリーダーを養成する。
　�a�) 全国保育協議会と地方の組織のパイプ（連携）を強める。
　�b�) 地方組織の立場で課題解決につながる具体的な方策を企画・立案・実施する力量を育む。
　�c�) 全国的な人的・組織的ネットワークを築く。
❷ 地方組織に共通する課題を共有化する。
❸ 会員の保育組織への帰属意識を高める。

● 主　旨

⃝ 2万円 ／ 2年間 全国保育協議会　地方組織部会⃝ 各ブロック保育組織により
　 設定しています。
⃝ 全体で50名程度

● 参加費 ● 主　催● 定　員

⃝ 第1回：令和5年7月28日（金）　　⃝ 第2回：11月～12月　　⃝ 第3回：2～3月
　 ※第2回、第3回は上記の日程のうちそれぞれ1日。開催日は、参加者のみなさまの日程調整を行い、決定します。

● 日　程 年度内3回、2年間開催（計6回）

全国社会福祉協議会　第1～7会議室（予定）
〒100-8980　東京都千代田区霞が関3-3-2　新霞が関ビル5階

● 会　場

a 「保育活動専門員の認定ポイント」を取得中の方で、おおむね50歳以下の方
b 施設長ならびに都道府県・指定都市保育協議会会長が適当と認めた方

● 対　象 ※aa、bbのいずれかに当てはまる方　　※会議の参加者としての期間は2年間

開 催 要 項

保育人材養成会議でその悩み、一緒に共有しませんか。

私の地域の保育課題、

全国的にはどうなって

いるんだろう。

保育について

様々 な地域の人と

情報交換をして、

つながりをもちたい。



あいさつ 全保協会長� （5分）

情勢報告� （30分）
（全保協役員）

過年度参加者からの報告
� （30分）

オリエンテーション� （15分）

休　憩

グループワーク� （120分）

　⇒　�助言：地方組織部会員

グループでの協議内容の報告
� （30分）

⃝ 全国保育協議会の組織理念・組織運営の現状と課題等の共有
　�　（学識者、全国保育協議会役員等が講師となり講義を行います）
⃝ 保育をめぐる情報の共有、地方組織に共通する課題の明確化
　�　（参加者によるグループ討論等により実施します）
⃝ グループごとに設定したテーマに係る取り組みの計画・立案と実践
　�　（�参加者が立案した計画を、実際に各地方組織や参加者自身の園等で実施し、その状況を当該年度の最終回の会議で報

告します）
⃝ 地方組織活性化に向けた取り組みや、都道府県・市およびブロック内の保育問題への対応に向けた取り組みの検討

⃝ 報告内容の分析・評価と普及
　�　（全国保育協議会地方組織部会で分析・評価し、有効な事業の全国展開を検討します）
⃝ 全国保育協議会（地方組織部会）として取り組む事業の検討
⃝ 本会議参加者の取り組みを会員へ周知
　�　（�全国大会での発表、会報「ぜんほきょう」への掲載　等）

第1回 （7/28）
13：00
13：05

13：35

14：05

14：20

14：30

16：30

17：00

あいさつ・情勢報告� （15分）
（全保協役員）

講　　義� （90分）
・�学識者による保育に関する�
講義

休　憩

グループワーク� （60分）
・研究内容の共有
・今後の研究方法等について
　⇒　�助言：地方組織部会員

他グループとの意見交換（30分）

自グループでの振り返り（30分）

第2回 （11〜12月）
13：00

13：15

14：45

15：00

16：00

16：30

17：00

あいさつ� （5分）

情勢報告� （30分）
（全保協役員）

グループワーク
（�発表内容の確認、報告書取りまと
めに向けた打合せ）

　⇒　�助言：地方組織部会員

「活動最終報告」
　の発表・質疑・講評
� （120分）

第3回 （2〜3月）
13：00
13：05

13：35

14：50

17：00

● 会議の内容

● 会議の成果

● プログラム内容（予定）



❶ 受講申込書に施設長の推薦印を押印のうえ、都道府県・指定都市保育協議会あてに郵送にてお申込みください。
　�※全国保育協議会への参加申込は、都道府県・指定都市保育協議会の推薦を経て行われます。
❷  申込締切日は各所属保育協議会によって異なりますので、各所属保育協議会までお問い合わせください。なお、各都道府県・

指定都市保育協議会から全国保育協議会への申込締切は2023（令和5）年4月28日（金）です。

⃝� 本会議への参加に係る参加者の旅費等の費用は、全国保育協議会では負担いたしません。
⃝ �本会議への参加に係る宿泊等の斡旋は、全国保育協議会では行いません。
⃝�  本会における個人情報の取り扱いは、本会の「個人情報保護に関する方針等について」に基づいて取り扱います（個人
情報保護に関する方針は全保協ホームページでご覧いただけます）。

　� �本申請書に記載された個人情報は、本会議の運営管理及び本会からの情報提供等の目的に限って使用します（上記氏名
公表に関する事項は除く）。

⃝ �書類の提出ならびに本会からの連絡は、電子メールで行うことを前提といたします。そのため参加に際しては、ワードファ
イルや添付ファイルの送受信が可能な電子メールアドレスをご準備くださいますようお願いいたします。

⃝� 人材確保・育成・定着（キャリアパス等）に向けた保育現場の魅力向上の取り組みについて
⃝� 多様なニーズを抱える地域の子育て家庭に向けた支援について（地域の実情に応じた保育の実施や、保育ソーシャルワー
ク機能の強化等）
⃝� �地域を基盤とした子育て支援ネットワークの強化について（要保護児童への対応や小学校等との連携、防災・減災に向
けた地域の他機関との連携等）

⃝� �子ども・子育て支援をめぐる諸制度の研究について（待機児童対策や、人口減少地域における保育支援のあり方、新子
育て安心プラン施行後の課題解決やSDGsへの取り組み等）

講義の様子

グループ討議の様子

　2年間実施される保育人材養成会議は、グループ活動を主として行われ、
共通課題である、「地方における人材確保・育成・定着に向けた取り組み」
について、他都市の先生がたと共に議論・研究を重ね、研究成果を最後に
発表する流れとなっています。
　研究成果を発表するまでの過程では、保育現場の現状と課題を調べたり、
保育の魅力を感じながら仕事を続けられるためには何が必要か等、課題に対
する原因・解決策を具体的に話したりする中で、方向性を見出していきました。
　話し合いをとおして、保育の現場でも大切とされている、「自ら考え実践
することで身につく力（主体性）」や「課題を見つけ解決策を考える力（探究
心）」、「自分たちの手で答えを導く力（創造性）」が、自然と培われたように
感じています。
　最終の研究成果では、職員が、長年やりがいをもって働くことができる
環境を整えることが人材確保につながり、また、質の向上にもつながるとグ
ループとして結論付け、各園で実施した職員定着のための取り組みを発表す
ることができました。発表した実践方法や考え方は、今でも大切にしてい
る価値観の一つとなっています。
　最後に、保育人材養成会議への参加は、今でも交流し合える素敵な仲間と
の出会いや、「働きやすい職場づくり」の実現につながる考え方等、自分にとっ
て多くの学びがありました。会議に参加できたことを本当に嬉しく思います。
※令和2年度は新型コロナウイルス感染症拡大のため、中止しました。

令和元・3年度参加者（※）

〈グループでの検討内容、会議への参加を通じて感じたこと等〉

東山 �和樹�様�（静岡県 みそらこども園 園長）

● 過年度参加者からの声 ● 令和4年度第2回会議の様子

● 参加までの流れ

● 令和3・4年度　グループ研究テーマ

● 留意事項等



※�本会議での検討を希望されるテーマを記載してください。グループ分けの参考にさせていただきます。なお、会議時はグループ
ごとに決定したテーマに基づき、検討を進めていただきます。

令和5年度「全国保育協議会　保育人材養成会議」

参 加 申 込 書

令和５年　　　月　　　日
参加申込者所属施設長

氏名� 印

都道府県・指定都市保育協議会 会長　様

ふりがな
男

女
年齢

歳

保育所・認定
こども園での

経験年数 年
ご 氏 名

法人施設
所 在 地

〒�□□□－□□□□

法人施設名 役　　職

設置主体
（○でご選択） 公設公営　　・　　公設民営　　・　　民設民営

施設種別
（○でご選択）

　認可保育所　　　　へき地保育所　　　　子育て支援センター

　幼保連携型認定こども園　　　　保育所型認定こども園

　小規模保育事業（　Ａ型　　Ｂ型　　Ｃ型　）

電話番号 FAX番号

E-MAIL
※全保協から参加者への連絡等は、原則メールで行います。

希 望
テーマ案（※）

参加希望
理 由

お問い合わせ先

全国保育協議会事務局 〒100-8980 千代田区霞が関3-3-2 新霞が関ビル
社会福祉法人全国社会福祉協議会 児童福祉部内
TEL. 03-3581-6503（受付時間：平日9：30～17：30）FAX. 03-3581-6509


